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研究成果の概要（和文）：戦前から戦後にかけての中等学校の英語教員養成の歴史を辿りながら、英語の教師の実践的
力量の養成のシステムや状況について研究し、いくつかの成果を得た。まず、第一に、英語教授法や教育実習など授業
力育成の要請システムは目的学校、特に高等師範学校しかないこと、第二に、高等師範学校の英語教授法は、附属中学
校の教員が出向してその任に当たった事、特に東京の高等師範学校ではそうであった。第三に、教育実習については、
かなり現代と同様な緻密な体制で行われており、教授力の主な部分は実習で要請された可能性が高いこと、特に東京の
高等師範学校ではオーラルでの授業展開が要求されたことなどが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：  This study aims to clarify the conditions of teaching methodology and teaching p
racticum in English teachers' training course at higher normal schools before World War the Second.The rea
son why I study higher normal schools is that only these schools required students to take the class of En
glish teaching methods and teaching practicum for getting a teacher's license in the scene of English lang
uage teacher education then.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究の研究開始当初の背景、もっと言う 

と、科研に応募したテーマとの関係での英語

教育における現代への問題関心は、英語教

員の資格要件、免許要件における英語科教

育法の扱いについてであった。現在の英語

科教育法は免許要件の中では履修要求単

位数としては非常に少なくて済み、英語教員

養成のカリキュラム全体としてはどちらかとい

うと軽んじられているという問題がある。例え

ば、山岡・高島（1989）は、英語教育学を固有

の学問領域としてとらえ、さらに大学の教員

養成において中核的な役割を果たすべきも

のととらえるならば、現行の「英語科教育法」

の単位数はあまりにも貧弱であるとしている。 

現在の英語の免許要件（最低修得単位）は

「教育職員免許法施行規則」によって規定さ

れている。それによると、教科に関する科目に

おいては、英語学、英米文学、英語コミュニケ

ーション、異文化理解の領域から20単位以上

（中学校、高校とも）の履修が求められている。

一方、教職に関する科目（教育課程及び指導

法に関する科目と教育実習）においては、各

教科の指導法は中学校専修・１種が12単位、

２種4単位、高校６単位、教育実習は中学校５

単位、高校３単位が求められている。この内、

教科教育法は英語についてはどこの大学でも

2～6単位で履修するのが一般的で、未だ２単

位以上取れば良いという状況が継続されてい

るのが現状である。教育職員免許法が昭和２

４年に施行された時には、教科指導法の最低

修得単位数は中学校１種、高校１・２種が３単

位、中学校２種が２単位であった。それが

1998 年まで続いた。いずれにしても、今では

教科教育法の修得単位数は以前に比べて大

学の裁量によって増える可能性は高くなった

が、しかし、今なお、英語教員の免許要件とし

て教科教育法よりも英米文学、英語学等の教

科自身に関する科目の履修がより重要視され

ていることは間違いない。以上の現代的英語

教育の問題折敷から、戦後、開放制が導入さ

れた日本の大学での英語教員の養成、特に

免許取得における教科目の履修区分や履修

要件について、具体的には英語科教育法や

教育実習などの教科教育の科目と英米文学

や英語学など専門科目の教科区分とこのこれ

ら２つの領域の要求履修単位の違いのルーツ

がどこからきているのか、戦前の中等学校の

英語教員養成機関の状況を見ていく中で明

らかにしたいと考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、次の３点である。まず、

第１は、戦前の中等学校教員の養成機関に

おいて、教育機関として教師の供給ルート

にはどのようなものがあり、またその免許

要件はどのようなものであり、特に専門的

能力の養成については、どのように考えら

れていたのかを明らかにすること。具体的

には、４つの供給ルートを調べながら、履

修科目の内容を中心に解明する。英語につ

いても免許要件に必要な科目の状況を調査

する（帝国大学と高等師範学校、さらに検

定試験（文検）の内容比較）。そして、第２

は、高等師範学校の英語の実践的力量形成

に関する教育内容はどのようなものであっ

たのか。特に、英語教授法と教育実習のカ

リキュラム上の位置づけや内容を明らかに

する。そして、実質的に実践的力量がどこ

で育まれ、どのような能力が形成されたの

か学生の体験記などを利用して推測する。 

最後、第３点目は、英語教員の目的養成を

行った高等師範学校の教員（教授）の英語

教育に関するプロフィールはどのようなも

のであり、彼らが日本の英語教育にどのよ

うな役割を果たしたのか、また、高等師範

学校を卒業した学生たちが卒業後、日本の

英語教育界にどのような影響をもたらした

のかを究明することである。つまり本研究

では、高等師範学校という教育機関自体が

日本の英語教育の発展にどのように貢献を



したのかを見る中で教師の実践的力量形成

の理論的背景や英語教育に関する考え方を

明らかにすることが主眼となる。 
 
３．研究の方法 
本研究は歴史研究であり、戦前の教員養 
成を対象としているので、基本的に中等学
校の教員養成機関に関わる一次史料を収集
することから研究を開始した。特にこれら
の期間に出版された英語教授法の書籍、英
語教育関係の雑誌や新聞、中等教員養成教
育機関の学校要覧・一覧等を利用する必要
があった。また、高等師範学校を中心に調
べるため、東京、広島両高等師範学校のＯ
Ｂ（同窓生）の声が掲載されている同窓会
の追想録、恩師の追悼集なども集める必要
があった。また一次史料を補足する形で二
次史料も利用した。二次史料の中で中心と
なったのは、東京英語教育会（編）の『英
語教育の研究と教授』（興文社）、『英語青年』 
（研究社）であった。さらに、日本の教育 
学の文献も二次史料として活用する。これ 
らは、日本の教員養成史の文献、教員免許 
法の歴史についての研究書、あるいは戦前 
の中等学校の教員養成機関に関する研究書 
や論文である。また、本研究では、教育職
におけるリベラリズムとプロフェッショナ
リズムの２つの流れが日本の教育環境の中
でどのように衝突しながら成立していった
のかを考察するため、戦後の教員養成シス
テムに影響を与えたと思われるアメリカの
教員養成史も文献として活用した。いずれ
にしても、中等教員養成機関、特に英語教
員のそれに関わる実践的力量形成の状況、
具体的には、カリキュラムや実習の状況を 
できるだけ正しく把握するために、多様な 
史料使用をし、それらの組み合わせの中で 
実態の裏打ちを行った。 
 
４．研究成果 

本研究で明らかになったことを主に戦前の

中等学校の英語教員養成機関における英語

教授法の扱いに焦点を置いて述べることにす

る。まず、戦前の中等学校の英語の教員養成

機関では、「英語教授法」や実習について実

際に教育されたり、重視される跡が見られたの

は、ほぼ養成の目的学校である高等師範学

校だけであった。その他には文部省の文検

（文部省師範学校中学校高等女学校教員検

定試験）の口述試験において英語教授法の

出題があるだけであった。よって、戦前の中等

学校の英語教員の資格要件として英語教授

法の履修が軽視されていたといってもよく、こ

れら教授法軽視の傾向は、英語の教員の資

格要件として、英語を教える内容に関する知

識、英文読解力や文法的な知識が備わって

いれば事足りるという考え方が根底にあるとい

うことを表している。 

 さらに、高等師範学校のカリキュラムの中で

は、教授法は教育学という範疇の中に入れら

れ、英語という専門の区分ではないという実情

が存在したことが知られる。これは、現在の英

語の免許法の区分、「英語科教育法」が「教

職に関する科目」に入っていて、英語の専門

に関する科目の入る「教科に関する科目」に

含められている形態と同じである。現在の免

許法の基本的形態が明治の時代から存在し

ていたことがわかった。また、教授法の授業は

高等師範学校の４年次の第１、２学期に週２時

間行われていることも明らかになった。 

 結論として、戦前から、戦後直後、現在にか

けて、中等学校における英語の教員養成に

ついて、免許取得の科目履修の要件につい

て、英語の専門科目が重視され、どちらかとい

うと教授法が軽視されてきたといえるが、その

傾向は戦前からすでに存在していたこととい

える。こうした教授法軽視の理由として、戦前

は、中学校はいわばエリート教育であったわ

けであり、優秀な学生が中学校で修学してい

たので、教授法はあまり重視されなかった可

能性がある。むしろ教師には教える内容に関

する知識の修得の方がより重視されたといえ

る。戦後は、中学校はほぼ義務教育になり、

そして、いろいろなレベルの生徒が入学してく

る状況になったため、戦後の中学校・高校の

英語教育においては、より教授法の指導の重

要性が叫ばれてしかるべきであるが、戦前に

引き続いて長い間教育職員免許法では、英

語科教育法の必修履修単位３単位、さらに２



単位の時代が長く続いた。よって、戦前よりも

むしろ教授法的側面はむしろ軽視されている

ということもできる。英語教授法軽視の問題は

未だ解決されていないのだと思われる。教員

養成論に関しては、これまで、プロフェッショ

ナリズム優先とリベラル・アーツ優先の考え方

で対立してきたとの論争が教育学的に存在す

る。教員養成機関の中で教授法が重視される

立場は前者であり、軽視される立場は後者と

なる。日本の教員養成においては免許要件

に関して未だ後者優先の傾向がある。授業に

おける教師の意思決定能力が重視されたり、

また、教師の教育活動におけるリフレクション

が重要視される現在、前者の立場の重要性を

さらに反映した教員養成カリキュラムの登場が

必要となる。本稿は教員養成におけるリベラ

ル・アーツ優先の傾向が戦前から戦後まで継

続してきたことをある程度実証できたと思って

いる。 
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